質疑応答表
	分担
	質問（実施順）
	回答

	
	
	シダックス大新東ヒューマンサービス(株)
	(株)明日葉
	(株)明日香

	加藤委員長
	基本理念に基づく事業の実施について
	支援員の育成では、経験豊富なスタッフと新人スタッフをペアにし、具体的な事例を通じて問題解決を図っている。また、子供の意見を重視し、リクエストボックスや日常会話から要望を拾い上げ、支援員が子供の活動をサポートする体制を整えている。さらに、教育の現場で性被害にあう事例が増える中、潜在意識テストを導入し、教育のアップデートが必要な職員に対して研修と個人面談を実施して、理解を深める取り組みを行っている。
	プログラム実施に際し、地域性を考慮したい。まず子供たちへのヒアリングを行い、子ども達がもつ地域とのつながりや地域に関する知識を把握する。コーディネーターとも協力し、地域の特徴を調べ、子供たちのニーズを確認しながらプログラムを提供したい。子供たちに質問するとこちらが思った以上の返答が返ってくる。例えば、そこで挙がった地域の自慢等をテーマに活動し、地域とのつながりを深めたい。
	地域性が変わってくる。ふかさわは都市拠点の構想。せきや、たまなわは静かな住宅地。地域の特色を活かし、自然の体験、世代交流を行っていきたい。

	河合委員
	特別な配慮を必要とする児童への取り組みについて
	特別な配慮が必要な児童への対応として、まず保護者との面談や幼稚園・保育園との連携を通じて子供の状況を把握し、職員が適切に迎え入れる体制を整える。また、保護者の不安を軽減するために個人面談を行い、適切なアドバイスを提供する。医療的ケアが必要な場合は、看護師の配置等を自治体と協議し、専門家や学校、保護者と協力して対応方法を検討する。
	保護者との面談で得た子どもの特性情報を学校と共有し、個人情報に配慮しながら日常的に学校と情報交換を行う。大学の先生や外部講師を呼んでオンライン研修を実施し、支援の質を向上させる体制を整備。鎌倉市全体の利益を目指し取り組む。また、特にいじめ対策や不登校支援において、学校だけで解決が難しい場合にはその相談に応じ、放課後が安全な居場所となるように取り組む。
	専門の支援員を加配する。特別な配慮を必要とする児童への対応として資格を有した人材が必要不可欠。学校とも連携が不可欠。保護者とも状況を聞きながら、その子にあった支援をしていきたい。

	
	地域や学校との連携について、コミュニティスクールに関して

コーディネーターとのコミュニケーションについて
	学校と地域の連携において、放課後かまくらっ子と学校は連動しており、その連続性を生かしたいと考えている。学校終了後にいつもと異なる様子の子供には声をかけ、問題解決を図る。学校とは定期的に協議を行い、理解を深める場を設けている。コーディネーターとは、プログラムの提案を受けて本部と意見交換を重ねてプログラムの調整を行っている。今年度よりクラブのスタッフがコーディネーターを兼任し、両方の活動を把握しつつスタッフ育成を図っている。
	放課後を学校、家庭、地域の延長線上に位置づけ、その連続性について情報共有を通じて充実させ、鎌倉市全体の利益とする。学校のグランドデザインを支援し、不登校児など学校だけで解決できない問題には、放課後の居場所提供やスクールソーシャルワーカーと連携し福祉的課題を解決する。コーディネーターは地域の人材を採用し、地域の特色を活かしたプログラムを地域の講師と共に構築することを目指している。学校とは施設利用を契機にコミュニケーションを図る。
	困った様子や目立つ様子のある児童については、学校と話し合い密接に連携して対応し、適切な支援を提供したい。現在の施設では、学校の先生と緊密な関係を築いているため、相談がしやすい状況にある。地域と子どもをつなぐプログラムを提案するには、子どもについての理解が不可欠であり、有資格者のコーディネーターを採用したいと考えている。新しいスタッフを雇用する際は、まず現場に入り、子どもの様子を把握した上で地域と連携する予定である。

	田村副委員長
	子どもに対する性被害を減らすための対策について
	面接時に性犯罪や犯罪歴の確認と潜在意識テストを実施し、50点未満の人は不適格と判断する。50点から90点の人には研修を行った上で、子どもと関わる機会を提供する。さらに、子どもの権利を守る15箇条を設け、1対1での接触を避けるなどのルールを徹底させる。規則が守れない職員には個別面談を実施し、再発の可能性がある場合は他の部署で勤務していただいている。多様なケースに対応するため、職員には子どもの接し方についてマニュアルに基づいて理解を促す。
	DBSが運用され、放課後は必須ではないが、我々は必須と考えている。現状、採用の際に面接時にチェック項目を設け、NGな行為について認識をそろえるようにしている。子どもから膝に乗る行為が目立つ場合は、まず子どもに寄り添いその気持ちをまず大切にする。コミュニケーションを取って、子どもの意識を他に向ける等の工夫をする。
	採用については、カスタマーサービスでどういう人柄か経歴かを確認し、大丈夫だろうと判断された場合、運営推進事業部で直接の面談をする。二段階で経歴、経験の確認した上で採用している。人権に関する質問をし、必要に応じて研修を実施。本部と共通認識を持ったうえで現場に勤務していただく。スマートフォンの管理を徹底しており、撮影は禁止している。

	
	子ども達が多忙化している中で、大人の要望と子どもの要望を考慮して、管理ばかりの時間とならないような方針とは？
	暑さによる熱中症対策として、当社は夏休みに特別なオンラインイベントを開催している。今年は星座や科学の話を通じて子供たちの参加を促した。また、室内で楽しめるスポーツ「ボッチャ」等を導入し、室内で遊べる機会を提供することで、熱中症のリスクを回避する工夫を行っている。
	熱中症警戒アラートが出てしまうと外に出られない。実際にやっている事例としてテントを用意し、クールダウンや気分転換の部屋とした。子供たちの表情を観察し、変化に気づくことから始め、信頼関係を築くことが重要だ。室内活動では、子供が視覚的に本を選べる等、多様な選択肢を用意することが求められる。子供たちの意見を大切にしながら、相互に支え合う環境作りを心掛け、遊び方も工夫することで、適切な室内活動の場を提供している。
	小学生だと乱暴な行動にでることもあるが、支援員はひとりひとりの児童に対して我が子のような意識をもって児童と接してもらっている。自分の子どもにこうしてほしくないという想いの保護者もいる。そこに関しても話しあい、コミュニケーションをとることが大事だと考えている。

	壽委員
	支援員の研修について
	研修は継続的であるべきで、年間計画を立て支援員の理解度を統括責任者、エリアマネージャーがチェックする。研修後はレポート提出が必須である。さらに、初級から上級までのオリジナル動画研修を提供し、職員がいつでも視聴できる環境を整えている。動画研修等を通じて継続的な教育を行っている。
	研修に関して1回やっておわりではなく、法改正への対応や新たな視点の獲得、知識の定着のために同じような内容を繰り返し実施している。履修状況を本社が確認できる。現場の理解度、課題感から学ぶべき内容を整理し、全社統一ではなく鎌倉市独自のものとして研修を組むこともある。
	日々の資質向上のために入社時と入社後に分けて研修を実施している。方法も、対面やオンラインなど様々な方法で実施している。継続的に行っていかないと定着が図れないと考える。また、当社独自のマニュアルとして危機管理、人権、保健に関して指標を作成している。最近は人権が問題視されていると思うが、人権に関する内容も日々アップデートし、現場で読みあわせを行っている。

	
	乳幼児の受入れに関して
	弊社の強みとして、支援センターを一緒に運営していること。センターにて研修し、乳幼児への対応方法や環境設備の配置、小学生との視点の違いを学んでいただいている。また、支援センターに通う子どもたちを見学し、親の悩みを理解することで、日々の支援に活かしている。
	他市含めて児童館や地域子育て支援事業も行っている。放課後の子どもたちで気を付けなければいけないところが異なる。保護者から要望があれば離乳食講座、産後ヨガのプログラムを開設したりと、保護者の悩みに答えながら保護者と信頼関係を築いていく。保護者同士のコミュニティの場づくりや間に支援員が入り繋げるなど、子育ての不安を解消するような取り組みを実施する。
	当社は学童保育、幼児支援センター、認可外保育園を運営し、もともとベビーシッター業務も行ってきたため、保育が強みである。児童だけでなく保護者の居場所づくりにも注力している。施設では、民生員の子育てグループによるプログラムや、食育、季節のイベントを実施している。保健師が定期巡回し、健康相談や助言を行う体制も整えている。今後は地域の交流を深める夏祭りなどのイベントも開催していく予定である。

	加藤委員長
	補足
	【いじめる側のフォローはどうしているか】いじめの原因として家庭環境が影響する場合もあるため、可能な場合は職員や臨床心理士がその家庭環境を確認し、最適な対応を検討する。統括責任者がその子と面談しながら解決を図り、対応が困難な場合は専門家と協力して解決策を見出す。現場での対応が困難な場合は本社がフォローし責任をもって運営する。
【現状鎌倉市として不十分な環境がある場合はどのように対応するか】今年は職員の熱中症対策として8月に飲料等を提供し、注意喚起のメッセージもお伝えしてきた。さらに、様々なツールや問題に取り組み、現場で対応できないことは本社が担う。どうにもならない場合は自治体と協議し、対応策を検討する。
	【言えない、引きこもってしまう子どもたちに対してはどう対応しているか】
匿名のやりたいことアンケートＢＯＸを設置している。普段は控えめな子でも名前が出ないことで表に出せる希望もあり、子どもたちの意見を吸い上げられると考えられる。
まずは施設や制度のことで課題を感じている場合は、現場からエリアマネージャーと話し合い、必要であれば地域、自治体、市と法人本部が主体となって対応を行う。
	【ノンコンタクトタイムの設置は何を目的としているか】
お子様と関わるのは支援員であって資質の向上、モチベーションが大事だと考えている。お子様と関わる時間だけでなく、お子様と関わらない時間をつくることも大事にしている。あえてその時間をつくることで、普段気づかない子ども達の変化に気づけることもあるため。【不十分な環境をどう改善していくか】現場と相談しながら環境面は対応していきたい。

	大西委員
	財務に関する質疑全般
	人件費に関して離職者を出さないよう取り組んでいる。職員あっての事業であり、子どもとの関係性を築いたなかでの離職は保育の安全に影響する。日常的な接点を大切にし、統括やエリアマネージャーからコンタクトをとり、何かあった際の支援員の相談窓口を用意し、相談しやすい環境づくりに努めている。
	年々給与水準は上昇している。平均賃金があがるから給与水準を上げるのではなく、人材の確保や育てるという意味でも待遇を良くすることはこれからも継続していきたい。
	施設が増えることで良い点もあり、消耗品等の備品をまとめて購入でき、１施設あたりのコストを下げられる。プログラム費用については、当然かけるべきところはかけるが、工夫したら減らせる部分は精査していく。人件費は子どもの環境に直結するため削減は検討していない。



